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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第143期 
第３四半期
連結累計期間

第144期 
第３四半期
連結累計期間

第143期

会計期間
自　2021年４月１日 
至　2021年12月31日 

自　2022年４月１日 
至　2022年12月31日 

自　2021年４月１日 
至　2022年３月31日 

売上高 (千円) 27,153,503 31,401,051 37,190,751

経常利益 (千円) 3,920,499 4,373,138 4,778,815

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 2,986,089 3,231,012 4,062,930

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 4,089,261 4,635,583 5,096,147

純資産額 (千円) 26,466,232 32,356,302 27,473,087

総資産額 (千円) 36,825,945 40,410,662 37,750,859

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 129.99 149.72 180.58

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 71.8 80.1 72.8
 

　

回次
第143期

第３四半期
連結会計期間

第144期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

自　2022年10月１日
至　2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 45.53 52.35
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、経済活動の正常化・活性化の動きが徐々に見られましたが、人

手不足による機会損失、終息の兆しが見えないロシアのウクライナ侵攻による原材料費の上昇、ゼロコロナ政策撤

廃による感染者増での中国市場の混乱、わが国においては円安の進行による物価高騰等により、引き続き先行き不

透明な状況は変わっておりません。

このような状況のもと、当第３四半期連結累計期間の売上高は314億１百万円（前年同四半期比15.6％増）、営業

利益は37億１千１百万円（前年同四半期比7.2％増）、経常利益は43億７千３百万円（前年同四半期比11.5％増）、

親会社株主に帰属する四半期純利益は32億３千１百万円（前年同四半期比8.2％増）となりました。

当社は生産技術の強化による利益率の改善や医療分野への新製品投入などにより、事業の拡充及び事業利益を追

求し、更なる経営強化を図ることで企業価値の向上に努めてまいります。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

＜産業用資材＞

工業用品部門は、半導体等の部品調達難や中国におけるゼロコロナ政策による混乱の影響で、主要顧客での減産

が続き減収となり、稼働率の低下や原材料費、エネルギー費、物流費の継続的な高騰などの外部要因の影響、販売

価格への転嫁の遅れも有り、営業損失となりました。制御機器部門は、液晶市場の低迷により主要顧客での投資が

先送りされ低調となりましたが、一方半導体市場の設備投資は引き続き好調を維持し、医療及び産業機械市場も堅

調に推移したことで増収増益となりました。

この結果、売上高は174億４千８百万円（前年同四半期比0.3％増）、営業利益は６千６百万円（前年同四半期比

94.9％減）となりました。

＜引布加工品＞ 

引布部門は、一般ゴム引布の建材用製品などにより好調を維持しておりますが、原材料費やエネルギー費などの

上昇により、増収減益となりました。印刷材料部門は、輸出の受注回復及び円安の影響により、増収増益となりま

した。加工品部門は、円安の影響もあり舶用品の輸出が堅調に推移し、増収増益となりました。

この結果、売上高は35億８千万円（前年同四半期比18.8％増）、営業利益は９千７百万円（前年同四半期比

1091.5％増）となりました。

＜スポーツ用品＞

ゴルフ用カーボンシャフト部門は、多くのツアープロに愛用されている米国モデル『VENTUS』『VENTUS TR』、10

月発売の日本モデル『SPEEDER NX GREEN』の主力モデルを中心に好調な販売が続き、さらにクラブメーカー向けOEM

品への採用も増えた事により増収増益となりました。アウトドア用品部門は、ハイキング・トレッキング市況の回

復に対応すべく商材確保を進め、売上の伸長に繋げると共に、仕入価格高騰の転嫁を進め利益の確保を図りました

が、増収減益となりました。

この結果、売上高は100億９千６百万円(前年同四半期比56.3％増)、営業利益は39億２千７百万円(前年同四半期

比57.1％増)となりました。

＜その他＞ 

　運送部門は、自動車関連の荷動きの低迷、原油価格の継続的な高騰による燃料費の高止まりや車両の修繕費の増

加などにより、減収減益となりました。

この結果、売上高は２億７千５百万円（前年同四半期比0.0％減）、営業利益は４千６百万円（前年同四半期比

11.6％減）となりました。
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当期の財政状況は次のとおりであります。

(資産)

当第３四半期連結会計期間末の資産は前連結会計年度末に比べ26億５千９百万円増加の404億１千万円となりまし

た。棚卸資産が増加したことなどにより流動資産が21億８千９百万円増加し、有形固定資産や投資有価証券が増加

したことなどにより固定資産が４億７千万円増加したことによるものであります。

(負債)

当第３四半期連結会計期間末の負債は前連結会計年度末に比べ22億２千３百万円減少の80億５千４百万円となり

ました。借入金の返済を進めたことなどにより流動負債が24億７千９百万円減少し、繰延税金負債が増加したこと

などにより固定負債が２億５千５百万円増加したことによるものであります。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末の純資産は前連結会計年度末に比べ48億８千３百万円増加の323億５千６百万円とな

りました。親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が増加したことや為替換算調整勘定が増加

したこと、第１回新株予約権（行使価額修正条項付）の一部行使による自己株式の処分を行ったことなどによるも

のであります。

 
この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の72.8%から80.1%に上昇いたしました。

 
(2) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、10億９千２百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの主な資金需要は、原材料費、製造費、人件費、販売費及び一般管理費等の営業費用並びに固定資

産等にかかる投資であり、主に自己資金により賄い、必要に応じ銀行借入等により対応しております。

また、取引銀行とのコミットメントライン契約の締結や、第三者割当による新株予約権行使によって資金調達を

進めており、流動性は十分な水準であると考えております。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2023年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,446,209 23,446,209
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数100株

計 23,446,209 23,446,209 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年10月１日～
2022年12月31日

― 23,446,209 ― 3,804,298 ― 3,207,390
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2022年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   2022年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 1,249,300

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 22,174,600
 

221,746 ―

単元未満株式 普通株式 22,309
 

― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 23,446,209 ― ―

総株主の議決権 ― 221,746 ―
 

(注) １　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数30個が含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式68株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2022年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

藤倉コンポジット株式会社
東京都江東区有明３－５
－７　TOC有明

1,249,300 ― 1,249,300 5.33

計 ― 1,249,300 ― 1,249,300 5.33
 

（注）　上記自己保有株式には、単元未満株式68株は含まれておりません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年10月１日から2022年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,905,294 6,830,690

  受取手形及び売掛金 10,710,980 10,950,673

  商品及び製品 2,223,842 3,285,085

  仕掛品 2,613,550 3,286,550

  原材料及び貯蔵品 836,011 1,185,827

  その他 512,947 463,107

  貸倒引当金 △66,816 △76,839

  流動資産合計 23,735,810 25,925,094

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 4,755,661 4,838,912

   機械装置及び運搬具（純額） 3,096,580 3,304,979

   土地 3,200,630 3,060,959

   建設仮勘定 206,684 148,622

   その他（純額） 548,933 674,470

   有形固定資産合計 11,808,489 12,027,944

  無形固定資産   

   ソフトウエア 74,696 87,072

   その他 26,234 22,437

   無形固定資産合計 100,931 109,510

  投資その他の資産   

   退職給付に係る資産 180,881 244,783

   その他 3,324,739 3,677,739

   貸倒引当金 △1,399,993 △1,574,410

   投資その他の資産合計 2,105,627 2,348,113

  固定資産合計 14,015,048 14,485,568

 資産合計 37,750,859 40,410,662
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,805,854 2,824,774

  短期借入金 2,759,004 764,478

  未払法人税等 591,426 304,229

  賞与引当金 545,471 184,872

  災害損失引当金 69,528 4,443

  その他 1,865,072 2,074,384

  流動負債合計 8,636,357 6,157,182

 固定負債   

  長期借入金 85,870 44,984

  繰延税金負債 509,521 651,917

  環境対策引当金 27,780 26,793

  退職給付に係る負債 770,414 784,702

  資産除去債務 164,953 205,741

  その他 82,873 183,038

  固定負債合計 1,641,414 1,897,178

 負債合計 10,277,772 8,054,360

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,804,298 3,804,298

  資本剰余金 3,212,485 3,255,422

  利益剰余金 21,341,327 23,791,484

  自己株式 △2,074,304 △1,085,324

  株主資本合計 26,283,806 29,765,880

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 317,556 310,171

  為替換算調整勘定 837,185 2,240,999

  退職給付に係る調整累計額 25,508 33,650

  その他の包括利益累計額合計 1,180,250 2,584,821

 新株予約権 9,030 5,600

 純資産合計 27,473,087 32,356,302

負債純資産合計 37,750,859 40,410,662
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 27,153,503 31,401,051

売上原価 19,296,600 22,546,475

売上総利益 7,856,903 8,854,576

販売費及び一般管理費   

 荷造運搬費 466,673 501,894

 給料及び手当 1,523,219 1,811,216

 賞与引当金繰入額 26,290 40,598

 退職給付費用 49,518 51,224

 減価償却費 125,591 144,445

 研究開発費 281,212 344,824

 その他 1,922,077 2,249,343

 販売費及び一般管理費合計 4,394,583 5,143,549

営業利益 3,462,319 3,711,027

営業外収益   

 受取利息 23,916 22,764

 受取配当金 68,764 56,862

 為替差益 247,904 535,573

 受取賃貸料 45,642 54,366

 補助金収入 13,136 17,762

 その他 105,192 49,136

 営業外収益合計 504,557 736,467

営業外費用   

 支払利息 8,077 14,548

 賃貸収入原価 21,080 34,837

 固定資産除却損 3,977 15,623

 その他 13,240 9,346

 営業外費用合計 46,377 74,356

経常利益 3,920,499 4,373,138

特別利益   

 固定資産売却益 ― 148,020

 特別利益合計 ― 148,020

税金等調整前四半期純利益 3,920,499 4,521,158

法人税、住民税及び事業税 826,714 1,180,471

法人税等調整額 107,695 109,674

法人税等合計 934,409 1,290,145

四半期純利益 2,986,089 3,231,012

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,986,089 3,231,012

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 44,288 △7,385

 為替換算調整勘定 1,041,926 1,403,814

 退職給付に係る調整額 16,956 8,141

 その他の包括利益合計 1,103,171 1,404,570

四半期包括利益 4,089,261 4,635,583

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 4,089,261 4,635,583
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に

定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用すること

としております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

（米国会計基準ASU第2016-02号「リース」の適用）

米国会計基準を適用している在外子会社において、米国会計基準ASU第2016-02号「リース」（2016年２月25日。以

下「ASU第2016-02号」という。）を第１四半期連結会計期間の期首より適用しております。

ASU第2016-02号の適用により、借手のリースは、原則としてすべてのリースについて資産および負債を認識してお

ります。当該会計基準の適用にあたっては、経過措置として認められている当該会計基準の適用による累積的影響を

適用開始日に認識する方法を採用しております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
 

 

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間において、繰延税金資産の回収可能性及び固定資産の減損会計等の会計上の見積りに用

いた新型コロナウイルス感染症及びロシア・ウクライナ情勢の影響に係る仮定について、前事業年度の有価証券報告

書に記載した仮定からの重要な変更はありません。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

輸出為替手形割引残高

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

輸出為替手形割引残高 48,248 26,947
 

 
コミットメントライン契約

当社は、2021年11月11日に取引銀行とコミットメントライン契約を締結しております。この契約に基づく借入

未実行残高は次のとおりであります。

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

コミットメントラインの総額 2,000,000 2,000,000

借入実行残高 200,000 ―

差引額 1,800,000 2,000,000
 

 
　この契約には、次の財務制限条項が付されております。

１　2022年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結貸借対照表における純資産の部の合計金額か

ら新株予約権、繰延ヘッジ損益及び少数株主持分の合計金額を控除した金額を前期比75％以上に維持するこ

と。

２　2022年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結損益計算書に記載される経常損益を損失とし

ないこと。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

減価償却費 1,144,704 1,169,317
 

 
(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１　配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 163,776 7 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

2021年11月11日
取締役会

普通株式 233,965 10 2021年９月30日 2021年12月１日 利益剰余金
 

 
２　株主資本の著しい変動

当社は、2021年11月11日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法を決議し、2021年11月18日に東京証券取

引所における自己株式立会外買付取引(ToSTNeT-3)により自己株式2,339,100株の取得を行いました。この結果、単

元未満株式の買取による増加を含め、当第３四半期連結累計期間において自己株式が2,053,798千円増加し、当第３

四半期連結会計期間末において自己株式が2,074,272千円となっております。

 
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１　配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 336,919 16 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

2022年11月10日
取締役会

普通株式 443,936 20 2022年９月30日 2022年12月１日 利益剰余金
 

 
２　株主資本の著しい変動

当社は、第１回新株予約権（行使価額修正条項付）の一部行使による自己株式の処分を行ったため、当第３四半

期連結累計期間において資本剰余金が42,936千円増加し、自己株式が988,999千円減少しております。この結果、当

第３四半期連結会計期間末において資本剰余金は3,255,422千円、自己株式は単元未満株式の買取による増加を含め

1,085,324千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結
損益及び包括
利益計算書
計上額
(注)２

産業用資材 引布加工品
スポーツ
用品

その他

売上高        

  外部顧客への売上高 17,402,486 3,014,470 6,461,287 275,259 27,153,503 ― 27,153,503

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― 87,009 87,009 △87,009 ―

計 17,402,486 3,014,470 6,461,287 362,268 27,240,513 △87,009 27,153,503

セグメント利益 1,315,639 8,156 2,499,394 52,573 3,875,764 △413,444 3,462,319
 

(注) １　セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去414千円及び各報告セグメントに配分していない全社

費用△413,858千円が含まれています。全社費用は、主に当社の総務部門、人事部門、経理部門にかかる費

用であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結
損益及び包括
利益計算書
計上額
(注)２

産業用資材 引布加工品
スポーツ
用品

その他

売上高        

  外部顧客への売上高 17,448,874 3,580,037 10,096,998 275,142 31,401,051 ― 31,401,051

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― 85,427 85,427 △85,427 ―

計 17,448,874 3,580,037 10,096,998 360,569 31,486,479 △85,427 31,401,051

セグメント利益 66,461 97,184 3,927,430 46,498 4,137,575 △426,547 3,711,027
 

(注) １　セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去414千円及び各報告セグメントに配分していない全社

費用△426,961千円が含まれています。全社費用は、主に当社の総務部門、人事部門、経理部門にかかる費

用であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日 至　2021年12月31日）

     (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
産業用資材 引布加工品

スポーツ
用品

その他

　日本 10,543,901 2,031,871 3,348,332 275,259 16,199,365

　米国 1,430,373 197,882 2,604,669 ― 4,232,924

　中国 3,602,635 72,517 15,439 ― 3,690,592

　その他 1,825,576 712,199 492,846 ― 3,030,621

顧客との契約から生じる収益 17,402,486 3,014,470 6,461,287 275,259 27,153,503

外部顧客への売上高 17,402,486 3,014,470 6,461,287 275,259 27,153,503
 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日 至　2022年12月31日）

     (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
産業用資材 引布加工品

スポーツ
用品

その他

　日本 10,497,615 2,224,973 4,139,803 275,142 17,137,535

　米国 1,382,134 295,559 5,356,119 ― 7,033,812

　中国 3,243,023 224,148 24,301 ― 3,491,473

　その他 2,326,101 835,355 576,773 ― 3,738,230

顧客との契約から生じる収益 17,448,874 3,580,037 10,096,998 275,142 31,401,051

外部顧客への売上高 17,448,874 3,580,037 10,096,998 275,142 31,401,051
 

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

１株当たり四半期純利益 129円99銭 149円72銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 2,986,089 3,231,012

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

2,986,089 3,231,012

普通株式の期中平均株式数(株) 22,971,351 21,580,043

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

2021年11月11日の取締役
会決議に基づく第三者割
当による第1回新株予約権
（行使価額修正条項付）
普通株式　3,000,000株

2021年11月11日の取締役
会決議に基づく第三者割
当による第1回新株予約権
（行使価額修正条項付）
普通株式　1,860,600株

 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

 
２ 【その他】

2022年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ)配当金の総額………………………………………443,936千円
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(ロ)１株当たりの金額…………………………………20円00銭

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2022年12月１日

　(注) 2022年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2023年２月９日

藤倉コンポジット株式会社

取締役会　御中

 
太陽有限責任監査法人

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  和田　磨紀郎 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  堤　　　康 印

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤倉コンポジッ

ト株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から

2022年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、藤倉コンポジット株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
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実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注)１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

藤倉コンポジット株式会社(E01094)

四半期報告書

18/18


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益及び包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

